
平成 15年 1月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 9月 24日

上   場   会   社   名   積水ハウス株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号      1928 本社所在都道府県

(URL http://www.sekisuihouse.co.jp/） 大阪府

問合せ先  責任者役職名 広報部長

　　　　　　  氏　　        名　　　山口　英大 TEL (06) 6440 - 3111
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 9月 24日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 14年 9月 30日 単元株制度採用の有無　有（１単元　1,000株）

１. 14年 7月中間期の業績（平成 14年 2月 1日 ～ 平成 14年 7月 31日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 7月中間期 527,846 △ 7.3 25,978 △ 24.5 25,133 △ 28.8
13年 7月中間期 569,289 △ 7.2 34,400 △ 28.7 35,300 △ 16.9
14年 1月期 1,118,898 66,106 65,244

　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 7月中間期 13,914 - 19.62
13年 7月中間期 △ 20,715 - △ 28.33
14年 1月期 △ 91,918 △ 127.30
(注)①期中平均株式数    14年 7月中間期  709,302,320株   13年 7月中間期  731,097,547株   14年 1月期  722,036,992株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金

１株当たり
年間配当

金
（注）14年 7月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当    0円   00銭

14年 7月中間期 9.00 －    特別配当    0円   00銭

13年 7月中間期 9.00 －
14年 1月期 － 18.00

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 7月中間期 1,130,245 608,664 53.9 858.17
13年 7月中間期 1,328,842 694,033 52.2 949.30
14年 1月期 1,197,795 597,626 49.9 842.51
(注)①期末発行済株式数　14年 7月中間期  709,259,317株　13年 7月中間期  731,098,922株　 14年 1月期  709,340,545株

 　 ②期末自己株式数　　14年 7月中間期  125,761株　                                　  14年 1月期  44,533株

２. 15年 1月期の業績予想（ 平成 14年 2月 1日  ～  平成 15年 1月 31日 ）
　   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 1,050,000 55,000 33,500 9.00 18.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  47 円  23銭

(注）百万円未満は切り捨てにより表示

中間(当期）純利益

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率
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1.中間貸借対照表   

（単位：百万円）

期 別

科 目 
当 中 間 期 

(平成14年7月31日現在)

前     期 
（平成14年1月31日現在）

対前期比較増減 
前 年 中 間 期

(平成13年7月31日現在)

（ 資 産 の 部 ） （１，１３０，２４５）（１，１９７，７９５） （△６７，５５０）（１，３２８，８４２）

流 動 資 産 ６５６，８６４ ７１５，５８２ △ ５８，７１８  ８１６，８９５

 現 金 預 金  １１７，５４１ １９２，１３５   １７０，９６１

 受 取 手 形  ８７３ ４１５   １，４９６

 完 成 工 事 未 収 入 金  ７８，８０１ １１０，０９２   ８７，５１５

 不 動 産 事 業 売 掛 金  ７，４０１ ５，９３４   ２，５７２

 有 価 証 券  ５０，０３２ １，５９９   １２９，６２８

 未 成 工 事 支 出 金  ５７，８７３ ６０，０７８   ５７，２３２

 分 譲 用 建 物  ３０，００６ ３６，２８４   ３４，１４４

 分 譲 用 土 地  １６９，８２１ １６０，１０２   １８９，０９４

 未 成 分 譲 用 土 地  ２０，２７５ １４，１３１   １８，３０９

 そ の 他 の た な 卸 資 産  ４，０５０ ３，５１５   ３，９２４

 前 渡 金  １，１１５ １，０６２   ３１，４７４

 前 払 費 用  ４，９５２ ４，５９６   ４，４３９

未 収 入 金  １５，０８７ １６，５４０   １６，６０４

 繰 延 税 金 資 産  ９７，４５２ １０６，３５４   ６８，８３５

 そ の 他 の 流 動 資 産  ２，８９１ ５，１４６   ２，６１２

 貸 倒 引 当 金  △  １，３１２ △  ２，４０９   △  １，９５２

固 定 資 産 ４７３，３８１ ４８２，２１３ △  ８，８３２  ５１１，９４７

有 形 固 定 資 産 ２０６，３４８ ２１０，４４５ △  ４，０９７  ２６３，６１５

 建 物 ９３，０９９ ９５，４８５   １０９，６４４

 構 築 物 ４，９５５ ５，１２３   ５，３７８

 機 械 及 び 装 置 １２，１９０ １３，０７５   １３，５０５

 車 輌 及 び 運 搬 具 １８６ ２０１   ２２３

 工 具 器 具 及 び 備 品 ４，０１５ ４，０３５   ４，１６３

 土 地 ９１，１８６ ９２，０８８   １２９，８１９

 建 設 仮 勘 定 ７１３ ４３４   ８７９

無 形 固 定 資 産 ８，４８３ ８，６９８ △    ２１５  ７，７１９

 借 地 権  ５，８６８ ５，８６０   ４，７６２

 ソ フ ト ウ エ ア  １，８８７ ２，１０７   ２，２２３

 施 設 利 用 権  ３９ ４２   ４６

 電 話 加 入 権  ６８７ ６８７   ６８６

投 資 そ の 他 の 資 産 ２５８，５４９ ２６３，０６９ △  ４，５２０  ２４０，６１２

 投 資 有 価 証 券  １０３，２３１ ９９，４７８   ５６，８６１

 関係会社株式及び出資金  １７，４６６ １６，３８５   １７，６４３

 長 期 貸 付 金  ９７，９５４ １０３，０５４   １１４，８７８

 長 期 前 払 費 用 １，０１９ １，０８３   １，１５２

敷 金 及 び 保 証 金 １４，９５２ １４，６３５   １４，６９０

 繰 延 税 金 資 産  ３７，５７２ ４１，５１３   ３７，２８２

 そ の 他 の 投 資  １３，５７１ １４，００１   １３，１４７

 関係会社投資評価引当金  △    ６８２ △    ６８２   △    ６８２

 貸 倒 引 当 金  △ ２６，５３７ △ ２６，４０１   △ １４，３６２

合 計 １，１３０，２４５ １，１９７，７９５ △ ６７，５５０  １，３２８，８４２
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（単位：百万円）

期 別

科 目 
当 中 間 期 

(平成14年7月31日現在)

前     期 
（平成14年1月31日現在）

対前期比較増減 
前 年 中 間 期

（平成13年7月31日現在）

（ 負 債 の 部 ） （５２１，５８１） （６００，１６９） （△７８，５８８） （６３４，８０９）

流 動 負 債 ３７９，９０４ ３６３，８７０ １６，０３４  ３８２，６８９

 支 払 手 形  ８０，２１１ １１７，５５２   １２１，４３３

 買 掛 金  ３１，２４４ １８，５０２   ２２，４０１

 工 事 未 払 金  ４６，６４６ ５１，４９６   ４７，４５９

 一年以内に期日到来の転換社債  １０２，８１９ ６２，１００   ６０，４７８
 
 
一年以内に返済予定の長期借入金  ２ ５０３   ５０４

 未 払 金  ２，０９４ ２，１２９   ２，７８４

 未 払 費 用  ９，７４６ ８，４００   ９，５８３

 未 払 法 人 税 等  ４７１ ４６７   ６，３２８

 未 払 消 費 税 等  ４，１７４ ６，４９２   ４，８０１

 未 成 工 事 受 入 金  ６８，１９７ ６４，３２３   ６８，４３０

 前 受 金  ４，３９２ ３，５２１   ４，７７３

 賞 与 引 当 金  ９，８９１ ６，８１０   １２，３３９

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  ９８９ １，０４０   １，０７８

 そ の 他 の 流 動 負 債  １９，０２２ ２０，５２９   ２０，２９３

固 定 負 債 １４１，６７７ ２３６，２９８ △９４，６２１  ２５２，１１９

 社 債  ４０，０００ ４０，０００   ４０，０００

 転 換 社 債  － ８９，９９９   １０２，８１９

 長 期 借 入 金  ２０，００４ ２０，００６   ２０，００８

 預 り 敷 金 及 び 保 証 金  １０，６７６ １１，１６４   １１，５２５

 退 職 給 付 引 当 金  ６９，７４２ ７３，５２８   ７７，０１４

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ７５０ ８３７   ７５２

 そ の 他 の 固 定 負 債  ５０３ ７６２   －

（ 資 本 の 部 ） （６０８，６６４） （５９７，６２６） （ １１，０３８） （６９４，０３３）

資 本 金 １８６，５５４ １８６，５５４ －  １８６，５５１

資 本 剰 余 金 ２３７，５２２ ２３７，５２２ －  ２５９，０１５

 資 本 準 備 金  ２３７，５２２ ２３７，５２２ －  ２５９，０１５

利 益 剰 余 金 １８１，０３１ １７３，５０１ ７，５３０  ２５１，２８４

 利 益 準 備 金  ２３，１２８ ２３，１２８   ２２，４７０

 住 宅 品 質 保 証 積 立 金  － １２，５００   １２，５００

 配 当 準 備 積 立 金  － １５，０００   １５，０００

 別 途 積 立 金  １３６，３００ ２１３，３００   ２１３，３００

 
中 間 未 処 分 利 益 又 は 

中間（当期）未処理損失（△） 
 ２１，６０３ △  ９０，４２６   △  １１，９８５

 
 

 
中 間 純 利 益 又 は 

中間（当期）純損失（△） 

 

 
 （１３，９１４）（△    ９１，９１８）

（△ ２０，７１５）

 その他有価証券評価差額金 ３，６７２ ８９ ３，５８３  △  ２，８１８

自 己 株 式 △     １１６ △      ４２ △     ７４  －

合 計 １，１３０，２４５ １，１９７，７９５ △ ６７，５５０  １，３２８，８４２
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２.中間損益計算書   
  （単位：百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前     期 

自 平成１４年２月 １日 自 平成１３年２月 １日

 

 自 平成１３年２月 １日

至 平成１４年７月３１日 至 平成１３年７月３１日

対 前 年 中 間 期 

比 較 増 減 
 至 平成１４年１月３１日

 

期  別 

 

科  目 
金   額 

百分比

（％） 金   額 
百分比

（％） 金  額 比率（％） 金   額 
百分比

（％）

売 上 高 ５２７，８４６ 100.0 ５６９，２８９ 100.0 △４１，４４３ △ 7.3 １，１１８，８９８ 100.0

 完 成 工 事 高 ４４６，３３５ 84.6 ５０４，３０２ 88.6    ９７７，１４４ 87.3

 不 動 産 事 業 売 上 高 ８１，５１０ 15.4 ６４，９８６ 11.4    １４１，７５４ 12.7

売 上 原 価 ４１９，３００ 79.4 ４４６，７８６ 78.5 △２７，４８６ △ 6.2 ８８１，４９２ 78.8

 完 成 工 事 原 価 ３４５，５９９ (77.4) ３８５，８５０ (76.5)    ７４７，７３３ (76.5)

 

 不動産事業売上原価 ７３，７００ (90.4) ６０，９３６ (93.8)    １３３，７５８ (94.4)  

売 上 総 利 益 １０８，５４５ 20.6 １２２，５０２ 21.5 △１３，９５７ △ 11.4 ２３７，４０５ 21.2

 完 成 工 事 総 利 益 １００，７３６ (22.6) １１８，４５２ (23.5)   ２２９，４１０ (23.5)

 

 不動産事業売上総利益 ７，８０９ (9.6) ４，０４９ (6.2)   ７，９９５ ( 5.6)

販売費及び一般管理費 ８２，５６６ 15.7 ８８，１０２ 15.5 △ ５，５３６ △ 6.3 １７１，２９９ 15.3

営 
 

 

業 
 

 

損 
 

 

益 

営 業 利 益 ２５，９７８ 4.9 ３４，４００ 6.0 △ ８，４２２ △ 24.5 ６６，１０６ 5.9

営 業 外 収 益 ３，１７８ 0.6 ５，１７６ 0.9 △ １，９９８ △ 38.6 ７，４１２ 0.7

 受取利息及び配当金 ２，２９５ ２，９２９    ４，４３８

 そ の 他 ８８２ ２，２４７    ２，９７４

営 業 外 費 用 ４，０２３ 0.8 ４，２７６ 0.7 △   ２５３ △ 5.9 ８，２７５ 0.8

 支 払 利 息 ９２  １９７    ３７９  

 社 債 利 息 １，４０３  １，６３３    ３，０１３  

営
業
外
損
益 

 そ の 他 ２，５２７  ２，４４５    ４，８８１  

経 
 

 
 

常 
 

 
 

損 
 

 
 

益 
 

 
 

の 
 

 
 

部 

経 常 利 益 ２５，１３３ 4.7 ３５，３００ 6.2 △１０，１６７ △ 28.8 ６５，２４４ 5.8

特 別 利 益 －  - ３９７ 0.1 △   ３９７ △ 100.0 ７５３ 0.1

特 別 損 失 ７１８ 0.1 ７０，６４１ 12.4 △６９，９２３ △ 99.0 ２２１，９６０ 19.8

 販 売 用 不 動 産 評 価 損 － －    １０７，０２５  

 

退 職 給 付 会 計 基 準 

変 更 時 差 異 償 却 額 
－ ５２，８２２   ５２，８２２

 

 投資有価証券評価損 １９２ －    ２５，８１２  

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － １３，１２６    ２５，９７０  

 貸 倒 損 失 － －    １，３２９  

 固定資産売却及び除却損 ５２４ ２，２１７    ６，１９３  

特 

別 

損 

益 
の 

部 

 そ の 他 １ ２，４７４    ２，８０６  

税 引 前 中 間 純 利 益 又 は 

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 （ △ ） 
２４，４１５ 4.6 △ ３４，９４３ △ 6.1 ５９，３５８  - △１５５，９６３ △13.9

 法人税、住民税及び事業税 ２２０ 0.0 ６，４０９ 1.1 △ ６，１８９ △ 96.6 ４２４ 0.1

 法 人 税 等 調 整 額 １０，２８１ 2.0 △ ２０，６３７ △ 3.6 ３０，９１８  - △ ６４，４６８ △ 5.8

中 間 純 利 益 又 は 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 （ △ ） 
１３，９１４ 2.6 △ ２０，７１５ 3.6 ３４，６２９ - △ ９１，９１８ △ 8.2

 

前 期 繰 越 利 益 ７，６８９ ８，７２９   ８，７２９   

中 間 配 当 額 － －  ６，５７９  

利 益 準 備 金 積 立 額 － －  ６５７  

中 間 未 処 分 利 益 又 は 

中 間 （ 当 期 ） 未 処 理 損 失 （ △ ） 
２１，６０３ △ １１，９８５  △ ９０，４２６
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[中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

 ① 満期保有目的の債券 ‥‥‥‥‥‥ 償却原価法（定額法） 

 ② 子会社株式及び関連会社株式 ‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 ③ その他有価証券 

   ・時価のあるもの ‥‥‥‥‥‥‥ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ています。） 

   ・時価のないもの ‥‥‥‥‥‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 (2) デリバティブ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 時価法 

 (3) たな卸資産 

① 未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地 ‥‥‥‥ 個別法に基づく原価法 

 ② 半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 ‥‥ 建物（建物附属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採

用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっていま

す。 

 (2) 無形固定資産 ‥‥ 定額法を採用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっています。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しています。 

 

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しています。 

 (2) 関係会社投資評価引当金 ‥‥ 関係会社への投資に対する損失に備えるため、資産内容等を勘案して計上していま

す。 

 (3) 賞与引当金 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間に負担

すべき額を計上しています。 

 (4) 完成工事補償引当金 ‥‥‥‥ 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、中間会計

期間末に至る一年間の保証責任が伴う完成工事高の1,000分の1及び不動産事業売

上高のうち建物部分にかかる売上高の 1,000 分の 1を計上しています。 

 (5) 退職給付引当金 ‥‥‥‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上

しています。なお、数理計算上の差異は、５年による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。また、過去勤務債務

については、５年による定額法により按分した額を発生した事業年度から費用処理

することとしています。 

 (6) 役員退職慰労引当金 ‥‥‥‥ 役員及び執行役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく中

間会計期間末現在の要支給額を計上しています。 
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４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 

 

５．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引にかかる方法に準じた会計処理によっています。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用しています。ただし、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しています。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ①運用目的債券をヘッジ対象として、金利スワップをヘッジ手段としています。 

  ②外貨建金銭債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約をヘッジ手段としています。 

 (3) ヘッジ方針 

   為替及び金利の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は輸入取引

高の範囲内に限定しており、また、金利スワップ取引の想定元本は運用目的債券並びに有利子負債総額の範囲内に限定

しています。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場

変動を比較し、両者の変動額等を基礎としてヘッジの有効性を評価しています。但し、為替予約取引については、当該

取引とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジの有

効性評価を省略しています。 

 

７．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

   なお、控除対象外消費税等は、当中間会計期間の費用としています。 
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［注記事項］ 

１．中間貸借対照表の注記 

 （当中間期） （前  期） （前年中間期）

(1)有形固定資産の減価償却累計額 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 125,836 百万円 122,704 百万円 124,376 百万円

(2)担保提供資産 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 27,914 百万円 30,583 百万円 30,755 百万円

(3)保証債務 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 71,723 百万円 78,957 百万円 89,575 百万円

(4)有利子負債‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 162,826 百万円 215,006 百万円 226,107 百万円

(5)自己株式数 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 125,761 株 44,533 株 4,809 株

(6)自己株式の消却 :発行済株式の減少 ‥‥‥‥‥‥‥‥ －千株 21,719 千株 －千株

          :資本準備金の減少 ‥‥‥‥‥‥‥‥ －百万円 21,495 百万円 －百万円

   

２．中間損益計算書の注記 

 （当中間期） （前年中間期） （前  期）

減価償却実施額  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 4,891 百万円 5,418 百万円 11,186 百万円

 
３．リース取引関係 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額                （単位：百万円） 
 当中間期 前  期 前年中間期 
 （平成 14 年 7 月 31 日現在） （平成 14 年 1 月 31 日現在） （平成 13 年 7 月 31 日現在） 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

中 間 期 末

残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

取得価額 
相 当 額 

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

建 物 38,607 19,222 19,385 40,107 20,144 19,962 49,205 27,715 21,490
工具器具及び備品 7,752 5,040 2,711 8,428 5,267 3,160 9,932 6,261 3,670
車輌及び運搬具 8 4 3 8 3 4 14 4 10
ソ フ ト ウ エ ア 1,884 1,039 845 1,839 822 1,017 1,777 635 1,141
合 計 48,253 25,307 22,946 50,383 26,237 24,146 60,929 34,615 26,313

（注）当中間期及び前期の取得価額相当額は利息相当額を控除して算定しています。前年中間期の取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が、有形固定資産の中間期末残高相当額に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。 

 
 ②未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

    （当中間期）   （前   期）   （前年中間期） 
１ 年 以 内 8,080 百万円 6,891 百万円 9,247 百万円 
１ 年 超 16,206 百万円 18,947 百万円 17,066 百万円 
合 計 24,287 百万円 25,838 百万円 26,313 百万円 

（注）当中間期及び前期の未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は利息相当額を控除して算定しています。前年中間期の

未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高相当額が有形固定資産の中間期末残高相当額に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。 

 
 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

    (当中間期)     （前   期）   （前年中間期）  

支 払 リ － ス 料 4,629 百万円 8,087 百万円 4,812 百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額 4,112 百万円 8,060 百万円 －百万円 
支 払 利 息 相 当 額 243 百万円 418 百万円 －百万円 

 
 ④減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により算定しています。 

 
（オペレーティング・リース） 

   （当中間期）  （前   期） （前年中間期） 
未経過リース料 １ 年 以 内 12 百万円 11 百万円 11 百万円 

 １ 年 超 82 百万円 72 百万円 77 百万円 
 合 計 94 百万円 83 百万円 89 百万円 
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４．有価証券関係 
 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  
（単位：百万円）

当中間期 
（平成14年7月31日現在） 

前 期 
（平成14年1月31日現在） 

前年中間期 
（平成13年7月31日現在） 

種   類 中 間 貸 借 

対 照 表 

計 上 額 

時 価 差 額

貸 借

対 照 表

計 上 額

時 価 差 額

中 間 貸 借 

対 照 表 

計 上 額 

時 価 差 額

子 会 社 株 式 3,868 13,746 9,878 1,390 10,154 8,764 1,390 9,809 8,418
関連会 社株 式 － － － 1,991 2,584 592 1,991 2,999 1,008
    

    

 

       

 

 

 

 


